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少子高齢化が進む我が国において、地方では特に人口減少

が激しい上、昨今の急激な人件費の増加、光熱費・食材料費

の高騰などもあいまって、現在の医科歯科医療機関、薬局、訪

問看護、介護施設等の経営は非常に厳しい状況にある。このま

までは人材確保がさらに難しくなり、国民に適切な医療・介護を

提供できず、地域における医療・介護が崩壊しかねない。 

他の一般の分野では価格転嫁という手法も取られるが、公定

価格により運営する医科歯科医療機関、薬局、訪問看護、介

護施設等は、その上昇分を価格に転嫁することができない。賃上

げと物価高騰、さらには日進月歩する技術革新への対応には十

分な原資が必要である。 

国民の生命と健康を守るため、医療・介護分野における賃上

げ・物価高騰に対する取組を進め、国民に不可欠、かつ日進月

歩している医療・介護を提供しなければならない。 

よって、適切な財源を確保するよう、本大会参加者全員の総

意として、強く要望する。 

以上、決議する。 
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